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(57)【要約】
　本発明は、少なくとも２つのフィルム、及び包装用印刷インクで印刷した層も含み、該
包装用印刷インクは、官能基を有するある超分岐ポリエステルを含む包装を製造するため
の多層材料に関する。本発明は、さらに、官能基を有するある超分岐ポリエステルを含む
包装用印刷インクに、及び多層材料を製造するための該印刷インクの使用に関する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも
ポリマー材料のフィルム１の１つ
包装用印刷インクでの印刷又は被覆によって得られる印刷層の１つ
他のフィルム２の１つ
少なくとも２つのバインダーを含む包装用印刷インク
を含む、包装を製造するための多層材料であって、
第一のバインダーが、ＯＨ基、ＣＯＯＨ基及びＣＯＯＲ基［ここでエステル化されたカル
ボキシル基における基Ｒは、炭素原子１～６０個を有する基を含み、かつ場合によりヘテ
ロ原子又は他の置換基も含んでよい］からなる群から選択される官能基を含む少なくとも
１つの超分岐ポリエステルを含み、
その際、前記超分岐ポリエステルが、
フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３
－シクロヘキサンジカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸及びメチルヘキサ
ヒドロフタル酸又はそれらの誘導体からなる群から選択される少なくとも１つの脂環式又
は芳香族ジカルボン酸（Ａ2）又はそれらの誘導体と、
トリメチロールプロパン、グリセロール及びペンタエリトリトールからなる群から選択さ
れるＯＨ基ｘ個を含む少なくとも１つの少なくとも三価の脂肪族アルコール（Ｃx）と、
ＯＨ基２個を含む少なくとも１つの脂環式ジオール（Ｂ2）と
を反応させることによって得られ、
前記ポリエステルの分子量Ｍnが、少なくとも３００ｇ／ｍｏｌであり、かつ多分散性Ｍw

／Ｍnは１．２～１０であり、かつ
反応混合物における全ての成分の反応基の割合が、ヒドロキシル基とカルボキシル基又は
それらの誘導体とのモル比が２：１～１：２であるように選択され、
第二のバインダーが、ポリビニルブチラール、ニトロセルロース、ポリアミド、ポリウレ
タン、ポリ塩化ビニル、ポリケトン、ポリカーボネート、ポリアクリレート及びポリアク
リレートコポリマーからなる群から選択され、
全てのバインダーの合計量に対する超分岐ポリエステルの質量比が少なくとも５０質量％
である、前記多層材料。
【請求項２】
　前記フィルム１が、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリエステル及び
ポリアミドからなる群から選択されることを特徴とする、請求項１に記載の多層材料。
【請求項３】
　前記フィルム２が、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリエステル、ポ
リアミド、及びアルミニウム箔からなる群から選択されることを特徴とする、請求項１に
記載の多層材料。
【請求項４】
　前記超分岐ポリエステルのガラス転移温度が２０～６０℃であることを特徴とする、請
求項１に記載の多層材料。
【請求項５】
　前記ジカルボン酸（Ａ2）が、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸又は１，２－シク
ロヘキサンジカルボン酸無水物であることを特徴とする、請求項１に記載の多層材料。
【請求項６】
　前記ＯＨ基ｘ個を含む少なくとも三価の脂肪族アルコール（Ｃx）が、トリメチロール
プロパンであることを特徴とする、請求項１に記載の多層材料。
【請求項７】
　前記ジオール（Ｂ2）が、１，２－シクロペンタンジオール、１，３－シクロペンタン
ジオール、１，２－シクロヘキサンジオール、１，３－シクロヘキサンジオール、１，４
－シクロヘキサンジオール、１，１－ビス（ヒドロキシメチル）シクロヘキサン、１，２
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－ビス（ヒドロキシメチル）シクロヘキサン、１，３－ビス（ヒドロキシメチル）シクロ
ヘキサン、１，４－ビス（ヒドロキシメチル）シクロヘキサン、１，１－ビス（ヒドロキ
シエチル）シクロヘキサン、１，２－ビス（ヒドロキシエチル）シクロヘキサン、１，３
－ビス（ヒドロキシエチル）シクロヘキサン、１，４－ビス（ヒドロキシエチル）シクロ
ヘキサン、及び２，２－ビス（４－ヒドロキシシクロヘキサン）プロパンからなる群から
選択されることを特徴とする、請求項１に記載の多層材料。
【請求項８】
　前記ポリエステルにおけるアルコール（Ｃx）及びジオール（Ｂ2）からのヒドロキシル
基の合計量に対するジオール（Ｂ2）からのヒドロキシル基の割合が、０より多く、０．
８を超えないことを特徴とする、請求項１に記載の多層材料。
【請求項９】
　前記第二のバインダーが、ニトロセルロース及びポリウレタンからなる群から選択され
ることを特徴とする、請求項１に記載の多層材料。
【請求項１０】
　前記包装用印刷インクが、さらに、バインダーとしてニトロセルロースを含み、その際
全樹脂に対する超分岐ポリエステルの質量比が、少なくとも５０質量％であり、１００質
量％未満であることを特徴とする、請求項１に記載の多層材料。
【請求項１１】
　以下、
フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３
－シクロヘキサンジカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸及びメチルヘキサ
ヒドロフタル酸又はそれらの誘導体からなる群から選択される少なくとも１つの脂環式又
は芳香族ジカルボン酸（Ａ2）と、
トリメチロールプロパン、グリセロール及びペンタエリトリトールからなる群から選択さ
れるＯＨ基ｘ個を含む少なくとも１つの少なくとも三価の脂肪族アルコール（Ｃx）と、
ＯＨ基２個を含む少なくとも１つの脂環式ジオール（Ｂ2）と
を反応させることによって得られる超分岐ポリエステルであって、
前記ポリエステルの分子量Ｍnが少なくとも３００ｇ／ｍｏｌであり、かつ多分散性Ｍw／
Ｍnが１．１～２０であり、かつ
反応混合物における全ての成分の反応基の割合が、ヒドロキシル基とカルボキシル基又は
それらの誘導体とのモル比が２：１～１：２であるように選択される、
前記超分岐ポリエステルの、印刷インクにおけるバインダーとしての使用。
【請求項１２】
　以下、
－ 第一のバインダーとして、
フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３
－シクロヘキサンジカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸及びメチルヘキサ
ヒドロフタル酸又はそれらの誘導体からなる群から選択される少なくとも１つの脂環式又
は芳香族ジカルボン酸（Ａ2）と、
トリメチロールプロパン、グリセロール及びペンタエリトリトールからなる群から選択さ
れるＯＨ基ｘ個を含む少なくとも１つの少なくとも三価の脂肪族アルコール（Ｃx）と、
ＯＨ基２個を含む少なくとも１つの脂環式ジオール（Ｂ2）と
を反応させることによって得られる少なくとも１つの超分岐ポリエステルであって、
前記ポリエステルの分子量Ｍnが少なくとも３００ｇ／ｍｏｌであり、かつ多分散性Ｍw／
Ｍnが１．１～２０であり、かつ
反応混合物における全ての成分の反応基の割合が、ヒドロキシル基とカルボキシル基又は
それらの誘導体とのモル比が２：１～１：２であるように選択される、超分岐ポリエステ
ル
－ ポリビニルブチラール、ニトロセルロース、ポリアミド、ポリウレタン、ポリ塩化ビ
ニル、ポリケトン、ポリカーボネート、ポリアクリレート及びポリアクリレートコポリマ
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ーからなる群から選択される第二のバインダー、
－ 少なくとも１つの溶剤、
－ 場合によりさらに少なくとも１つの着色剤、
－ 場合によりさらに、添加剤及び助剤からなる群から選択される少なくとも１つの化合
物
を含む印刷インクであって、
全てのバインダーの合計量に対する超分岐ポリエステルの質量比が少なくとも５０質量％
である、前記印刷インク。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特に包装適用のための、印刷インクの製造に関する。積層包装は、多層材料
から構成される。それは、少なくとも２個のポリマーフィルム、及び包装用印刷インクで
印刷した層も含み、該包装用印刷インクは、官能基を有するある超分岐ポリエステルを含
む。本発明は、さらに、官能基を有するある超分岐ポリエステルを含む包装用印刷インク
に、及び多層材料を製造するための該印刷インクの使用に関する。
【０００２】
　包装、特に食品包装を製造するための多層材料は公知である。この種類の多層材料は、
互いに、例えば適した貼り合わせ用接着剤を使用して積層することによって連結される、
２つ以上のポリマーフィルム、ポリオレフィンフィルム、例えば金属箔又は金属化ポリマ
ーフィルムから構成される。フィルム（箔を含む）は、それぞれ、同時押出によって製造
された、単層又は多層のフィルムであってよい。積層品は、さらに、例えばにおいバリヤ
ー層又は防湿層である他の機能層を含んでよい。
【０００３】
　包装を製造するための多層材料は、通常印刷又は被覆される。印刷インクは、フィルム
の一方の内部表面に適用されてよく（すなわち裏刷り）、又は２つのフィルム間に適用さ
れてよい。印刷ワニスは、プライマーとして印刷基材に適用されて基材へのインクの接着
を改良することができる。印刷ワニスは、着色剤を含まないが、しかし一般にそれらの組
成物において印刷インクに類似するものを除く。
【０００４】
　多層包装材料を製造するために適している印刷ワニス及び印刷インクに課せられる要求
は多様である。非吸収性印刷基材、例えばポリマーフィルム又は金属箔上へ印刷する場合
に、印刷インクは、基材中に浸透しないが、代わりに、溶剤を蒸発させた後に基材上で乾
燥させたフィルムを残すことができる。かかる基材のための印刷インクは、従って、非常
に良好なフィルム形成特性及び良好な接着強度を有する必要があり、その結果印刷された
インクフィルムは、機械的応力下で基材フィルムから離れない。印刷インクは、異なる種
類の基材に均一に良好に接着することも要求し、それというのも積層品は、しばしば、例
えば極性ポリアミド、又はＰＥＴフィルム及び非極性ポリオレフィンフィルムである、互
いに化学的に異なる適切なフィルムを含むからである。従って、接着剤を使用して、積層
構造は、共に多層を保持するために最小の結合強度を有する必要がある。積層の結合強度
は、互いとは別にフィルム層を剥離することによって要求される力を測定することによっ
て評価され、通常、引張試験機を使用する。
【０００５】
　デンドリマー、アルボロール、スターバーストポリマー及び超分岐ポリマーは、ポリマ
ー構造についての名称であり、多数の分岐部位及び高い機能性を有する分岐構造を特徴と
する。デンドリマーは、高い対称的な構造を有する分子的に均一な高分子である。しかし
ながら、それらは、多数の合成工程を含み非常に複雑にのみ合成され、かつその結果少量
だけが入手でき、かつ非常に高コストである。
【０００６】
　対称的に、超分岐ポリマーは、分子的及び構造的に不均一である。それらは、長さ及び
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分岐において異なる腕を含む。超分岐ポリマーの一般の定義は、Ｐ．Ｊ． Ｆｌｏｒｙ， 
Ｊ． Ａｍ． Ｃｈｅｍ． Ｓｏｃ． １９５２， ７４， ２７１８～２７２３頁において、
及びＨ． Ｆｒｅｙ ｅｔ ａｌ．， Ｃｈｅｍ． Ｅｕｒ． Ｊ． ２０００， ６， ｎｏ． 
１４， ２４９９～２５０６頁において示され、参照をもって本明細書に組み込まれたも
のとする。
【０００７】
　超分岐ポリマーを含む印刷インクで印刷された多層材料は、ＵＳ ２００５／０１４７
８３４号Ａ１において開示されている。前記文献は、一般に超分岐ポリエステル及び印刷
インクにおける、とりわけ多層材料を製造するためのそれらの使用を開示している。アジ
ピン酸及びトリメチロールプロパン又はグリセロールの縮合によって製造されたポリエス
テルが明確に開示されている。コバインダー（ｃｏ－ｂｉｎｄｅｒ）としてニトロセルロ
ースを有する超分岐ポリエステルを含む印刷インクが明確に開示されている。しかしなが
ら、全てのバインダーに対する超分岐ポリエステルの割合は低く、かつ実施例において０
．４３を超えてない。
【０００８】
　ＵＳ ２００７／０２１３５０１号Ａ１は、少なくとも１つの二酸、少なくとも１つの
ジオール、及び少なくとも１つの少なくとも三官能性アルコール又は少なくとも１つの少
なくとも三官能性酸の重縮合によって製造された超分岐ポリエステルを開示している。さ
らに、かかる超分岐ポリエステルの印刷インクにおける使用を教示している。さらに、コ
バインダーとしてニトロセルロースを有する超分岐ポリエステルを含む印刷インクが明確
に開示されている。しかしながら、全てのバインダーに対する超分岐ポリエステルの割合
は低く、かつ実施例において０．４３を超えてない（ＵＳ ２００７／０２１３５０１号
Ａ１における式１）。
【０００９】
　本発明の課題は、市販の製品に対して少なくとも相容性である積層結合強度を呈する、
包装を製造するための多層材料を提供することである。一方で、本発明の樹脂で製造され
る印刷インクは、フレキソ印刷又はグラビア印刷のための基本的な要求、例えばテープ接
着、及び前記先行技術の印刷インクと少なくとも同レベルでの耐ブロッキング特性を満た
す必要がある。本発明は、高い不揮発性濃縮物、又はさらに低いＶＯＣ、高い顔料の装填
量、先行技術からの印刷インクの粘度よりも高くない粘度を有するインクを可能にする。
高い不揮発性濃縮物は、高い色密度、良好な光沢、及び／又は高い不透明性をもたらす。
【００１０】
　本発明の課題は、少なくとも
ポリマー材料のフィルム１の１つ
包装用印刷インクでの印刷又は被覆によって得られる印刷層の１つ
他のフィルム２の１つ
少なくとも２つのバインダーを含む包装用印刷インク
を含む、包装を製造するための多層材料であって、
第一のバインダーが、ＯＨ基、ＣＯＯＨ基及びＣＯＯＲ基［ここでエステル化されたカル
ボキシル基における基Ｒは、炭素原子１～６０個を有する基を含み、かつ場合によりヘテ
ロ原子又は他の置換基を含んでもよい］からなる群から選択される官能基を含む少なくと
も１つの超分岐ポリエステルを含み、
その際、前記超分岐ポリエステルは、
フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３
－シクロヘキサンジカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸及びメチルヘキサ
ヒドロフタル酸又はそれらの誘導体から選択される少なくとも１つの脂環式又は芳香族ジ
カルボン酸（Ａ2）又はそれらの誘導体と、
トリメチロールプロパン、グリセロール及びペンタエリトリトールからなる群から選択さ
れるＯＨ基ｘ個を含む、少なくとも１つの少なくとも三価の脂肪族アルコール（Ｃx）と
、
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ＯＨ基２個を含む少なくとも１つの脂環式ジオール（Ｂ2）と
を反応させることによって得られ、
前記ポリエステルの分子量Ｍnは、少なくとも３００ｇ／ｍｏｌであり、かつ多分散性Ｍw

／Ｍnは１．２～１０であり、かつ
反応混合物における全ての成分の反応基の割合は、ヒドロキシル基とカルボキシル基又は
それらの誘導体とのモル比が２：１～１：２であるように選択され、
第二のバインダーが、ポリビニルブチラール、ニトロセルロース、ポリアミド、ポリウレ
タン、ポリ塩化ビニル、ポリケトン、ポリカーボネート、ポリアクリレート及びポリアク
リレートコポリマーからなる群から選択され、
その際、全てのバインダーの合計量に対する超分岐ポリエステルの質量比が少なくとも５
０質量％である、
多層材料によって達せられることを見出している。
【００１１】
　本発明は、第二に、少なくとも１つの溶剤又は種々の溶剤の混合物、少なくとも１つの
顔料及び／又は染料、少なくとも１つのポリマーバインダー、及び場合により添加剤を含
むフレキソ印刷及び／又はグラビア印刷のための包装用印刷インクを提供する。少なくと
も１つのポリマーバインダーは、ＯＨ基、ＣＯＯＨ基及びＣＯＯＲ基からなる群から選択
される官能基を含む前記超分岐ポリエステルを含む。
【００１２】
　本発明は、さらに、印刷ポリマーフィルム又は金属箔上に前記包装用印刷インクを印刷
する方法、及び多層材料を製造するための方法を提供する。
【００１３】
　本発明は、さらに、少なくとも１つの溶剤又は種々の溶剤の混合物、少なくとも１つの
ポリマーバインダー、及び場合により添加剤を含むフレキソ印刷及び／又はグラビア印刷
のための印刷ワニスを提供する。少なくとも１つのポリマーバインダーは、ＯＨ基、ＣＯ
ＯＨ基及びＣＯＯＲ基からなる群から選択される官能基を含む前記の少なくとも１つの超
分岐ポリエステルを含む。
【００１４】
　ＯＨ基、ＣＯＯＨ基及びＣＯＯＲ基を含む前記超分岐ポリエステルを含むバインダーを
有する包装用印刷インクの使用によって、印刷インクのＶＯＣ含有率を著しく減少するこ
とができ、それというのも、超分岐ポリエステルバインダーは、市販の高分子ポリウレタ
ンバインダー又は先行技術のポリウレタンバインダー、例えばＥＰ １７４３９１１号Ａ
において開示されているバインダーに由来する印刷インクと比較して、低減された粘性を
有する印刷インクを可能にするからである。さらに、前記超分岐ポリエステルを、印刷イ
ンク中で多量に使用することができ、その結果他のバインダー、特にニトロセルロースの
量を低減することができ、かつ顔料の装填量を増加することができる。
【００１５】
　本発明の詳細を以下に示す。
【００１６】
　多層材料についてのフィルム１は、ポリマー材料から構成される。包装材料に適したフ
ィルムは、例えば、Ｕｌｌｍａｎｎ’ｓ Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ ｏｆ Ｉｎｄｕｓｔ
ｒｉａｌ Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ， ６ｔｈ Ｅｄｔ．， ２０００， Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ 
Ｒｅｌｅａｓｅにおいて公表されている。それらは、例えばポリオレフィンフィルム、例
えばポリエチレン、ポリプロピレン又はポリ（４－メチル－１－ペンテン）又はポリスチ
レンのフィルムを含む。ポリエチレンフィルムは、ＨＤＰＥ、ＬＤＰＥ又はＬＬＤＰＥの
フィルムであってよい。それらは、コポリマー、例えばエチレン－酢酸ビニルコポリマー
（ＥＶＡ）、エチレン－ビニルアルコールコポリマー（ＥＶＯＨ）、エチレン－アクリル
酸コポリマー（ＥＡＡ）、エチレン－メタクリル酸コポリマー（ＥＭＭ）、又はスチレン
／ブタジエンコポリマーのフィルムであってよい。
【００１７】
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　さらに、ポリプロピレンフィルム、有利には延伸ポリプロピレン（ＯＰＰ）フィルム又
は二軸延伸（ＢＯＰＰ）フィルムを使用してもよい。
【００１８】
　ポリスチレン（ＰＳ）、ＰＶＣ、ＰＶｄＣ、ポリ乳酸（ＰＬＡ）のフィルム又はポリカ
ーボネートフィルムを使用することも可能である。
【００１９】
　さらに、極性材料のフィルムを使用してよく、例えばセロファンフィルム、ポリエステ
ルフィルム、例えばポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート又はポリ
エチレンナフタレートのフィルム、又はポリアミドフィルム、例えばＰＡ６６、ＰＡ６、
ＰＡ１２、ＰＡ６／６６、ＰＡ６／１２又はＰＡ１１のフィルムである。
【００２０】
　フィルム１は、有利には、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリエステ
ル又はポリアミドのフィルムであり、ＰＥＴ、ＰＥＮ及びポリアミドフィルムがより特に
好ましい。
【００２１】
　フィルム１は単層フィルムであってよい。代わりに、多層フィルムであってよい。多層
フィルムは、有利には同時押出によって製造される。層は、化学的に同一の、類似した又
は異なるポリマーから構成されてよい。例えば、ポリビニルアルコール層は、２つのポリ
オレフィンフィルムの間に又はＬＤＰＥと組合せたＬＬＤＰＥの間に埋め込まれてよい。
"多層"の用語は、ポリマーフィルム及び金属箔、特にアルミニウム箔の積層品も含む。
【００２２】
　フィルムは被覆されてもよい。本明細書で挙げられてよい例は、金属化フィルム、特に
Ａｌで蒸気被覆したフィルム、又は酸化ケイ素（ＳｉＯ2）もしくは酸化アルミニウム（
Ａｌ2Ｏ3）で（蒸気）被覆したフィルムを含む。
【００２３】
　フィルム２について、金属化ポリマーフィルムを含むポリマーフィルム、又は金属箔を
使用することが可能である。適したポリマーフィルムは、特にフィルム１について開示さ
れた材料を含む。使用される金属箔は、特に、アルミニウム箔であるが、例えばスズ箔、
銅箔又は金箔である箔も可能である。
【００２４】
　特に好ましい多層材料は、非極性フィルムと組合せて極性フィルムの少なくとも１つを
含む。挙げてよい例は、ポリアミドフィルム又はポリエステルフィルムと、ポリオレフィ
ンフィルム、特にポリエチレンもしくはポリプロピレンフィルムとの積層品を含む。さら
に、ポリアミド及びポリエステルフィルムの多層材料、又はそれぞれの場合にポリアミド
のみもしくはポリエステルフィルムのみを含む積層品が好ましい。
【００２５】
　有利には、フィルム１は、ＰＥ、ＰＰ、ＰＥＴ、及びポリアミドからなる群から選択さ
れ、より有利には、ＰＥ、ＰＰ、及びＰＥＴからなる群から選択され、かつさらにより有
利には、ＰＥ、ＯＰＰ、及びＰＥＴからなる群から選択される。
【００２６】
　有利には、フィルム２は、場合により金属化されたＰＥ、非金属化ＰＥ、ＯＰＰ、及び
ＰＥＴからなる群から選択され、より有利には、場合により金属化された又は金属化され
ていないＰＥ、ＯＰＰ及びＰＥＴからなる群から選択され、かつさらにより有利にはＰＥ
、ＯＰＰ及びＰＥＴからなる群から選択される。
【００２７】
　本発明の一実施態様において、フィルム１及びフィルム２の双方はＯＰＰである。
【００２８】
　本発明の他の実施態様において、フィルム１はＰＥＴであり、かつフィルム２はＰＥで
ある。
【００２９】
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　本発明の多層材料は、さらに、少なくとも１つのフィルムを包装用印刷インクで印刷又
は被覆することによって得られる少なくとも１つの印刷層を含む。
【００３０】
　印刷された層は、多層材料の外側にあってよい。有利には、しかしながら、印刷層は、
２つのフィルムの間にあり、すなわち積層品中に埋め込まれる。印刷層は、フィルムの１
つの上に直接置かれてよく、又はフィルムと印刷層との間の１つ以上の他の層であってよ
い。印刷層は、有利には、フィルム１上に又はフィルム２上に直接印刷される。
【００３１】
　多層材料は、２つ以上の印刷層を含んでもよい。好ましくは、全ての印刷層は、始めに
定義された官能基を含む本発明による超分岐ポリエステルを含む。しかしながら、最少の
要求は、少なくとも１つの印刷層が前記超分岐ポリエステルを含むことである。印刷層は
、互いの上に印刷されてよい。例えば、第一層はカラーであり、例えばフィルム、続いて
白色又は多色の装飾を有する第二層上に印刷されてよい。代わりに、プライマーを一方の
フィルム上に、そして装飾を他方のフィルム上に印刷し、又はプライマーを片面上に、及
び装飾を同様のフィルムの他方の面上に印刷してよい。
【００３２】
　もちろん、多層積層品は、フィルム１及び２に加えて他のフィルムを含んでもよい。積
層品におけるフィルムの順序は、多層材料の所望の特性及び意図された使用に従って当業
者によって決定される。
【００３３】
　多層材料は、それぞれの場合に特定の特性を得ることができる追加の層を含んでもよい
。特に、いくつかの又は全ての層と互いに連結するために使用されてよい接着層を挙げて
よい。さらに、追加のバリヤー層を導入することもできる。一例として、ポリビニルアル
コール層又はエチレン－ポリビニルアルコール層を、水蒸気バリヤーとして導入してよい
。におい又は芳香バリヤーを導入することもできる。この目的のために適した材料は、例
えば、ＥＰ－Ａ ７０７ ９５６号又はＥＰ－Ａ ８０２ ０４５号において開示されている
。
【００３４】
　多層材料における印刷層は、フィルムを適切な包装用印刷インクで印刷又は被覆するこ
とによって得られる。印刷は、有利にはフレキソ法又はグラビア法によって実施されるが
、スクリーン印刷又はインクジェット印刷を特定の場合において使用することができる。
【００３５】
　本発明の目的のための"包装用印刷インク"又は"包装のための印刷インク"の用語は、溶
剤の蒸発によって硬化するフレキソ印刷及び／又はグラビア印刷のための溶剤含有印刷イ
ンクを意味する。"包装のための印刷インク"の用語は、自明であり限定的である。包装の
ための印刷インクは、ＡＳＴＭ Ｄ２１９６（Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ）に従って、２５℃
で、剪断速度３０ｒｐｍで、スピンドル数６２で、およそ５０～２００ｍＰａｓ、有利に
は８０～１５０ｍＰａｓの低い粘性を有する速乾性印刷インクである。従って、それらは
比較的低い沸点の溶剤を含む。それらの沸点は、一般に１０１３ｈＰａで５０℃～１４０
℃である。
【００３６】
　スクリーン印刷インクは、フレキソインク又はグラビアインクとほぼ同じ方法で調合さ
れるが、わずかに高い粘度に調整され、かつ通常、１０１３ｈＰａで沸点６０℃～１７０
℃を有する溶剤を含む。
【００３７】
　本発明に従って、印刷インクは、最初に定義したＯＨ基、ＣＯＯＨ基及びＣＯＯＲ基か
らなる群から選択される官能基を含む超分岐ポリエステルを基礎とするバインダー成分を
含む。さらに"バインダー"の用語は、自明であり、同時に限定的である。バインダーは、
印刷インクの主な構成成分の１つであり、かつフィルムの実際の調合物である。それらは
インクフィルムにおける顔料及び充填剤の固着について及び基材への接着について提供し
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、かつこの効果を達成するために十分な量で使用される。
【００３８】
　本発明は、実際に超分岐ポリエステル、すなわち分子的及び構造的に不均一な高分岐ポ
リエステルで実施される。
【００３９】
　超分岐ポリエステルは、デンドリマーについてと同様であるが不均一性を欠いた分岐の
鎖長を有する方法で中心分子から出発して合成されてよい。他方で、それらは官能性側基
を有する直鎖構造であってよく、又は、２つの極端の組合せとして、直鎖及び分枝鎖の部
分を含んでよい。デンドリマー及び超分岐ポリマーの定義に関しては、Ｐ．Ｊ． Ｆｌｏ
ｒｙ， Ｊ． Ａｍ． Ｃｈｅｍ． Ｓｏｃ． １９５２， ７４， ２７１８及びＨ． Ｆｒｅ
ｙ ｅｔ ａｌ．， Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ － Ａ Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｊｏｕｒｎａｌ， ２０
００， ６， Ｎｏ． １４， ２４９９も参照する。超分岐ポリマーを得るための種々の合
成戦略の概説は、Ｃ． Ｇａｏ， Ｄ． Ｙａｎ， Ｐｒｏｇ． Ｐｏｌｙｍ． Ｓｃｉ． ２
９ （２００４）， １８３ － ２７５において示されている。
【００４０】
　超分岐ポリマーは、それらの分岐度（ＤＢ）によって特徴付けられてよい。ＤＢは、
ＤＢ（％）＝（Ｔ＋Ｚ）／（Ｔ＋Ｚ＋Ｌ）×１００によって定義され、その際
Ｔは末端結合モノマーの中間数であり、
Ｚはモノマーを生じる分岐の中間数であり、
Ｌは直鎖結合モノマーの中間数である。
【００４１】
　本発明に関する"超分岐"は、分岐度（ＤＢ）、言い換えれば、デンドリマー結合の平均
数と分子毎の末端基の平均数との合計が、１０％～９９．９％、有利には２０％～９５％
、より有利には２５％～９０％、及び最も有利には３０％～８０％であることを意味する
。
【００４２】
　本発明の記載内容における"デンドリマー"は、分岐度が９９．９％～１００％であるこ
とを意味する。分岐度の定義に関しては、Ｈ． Ｆｒｅｙ ｅｔ ａｌ．， Ａｃｔａ Ｐｏ
ｌｙｍ． １９９７， ４８， ３０－３５を参照する。
【００４３】
　本発明による超分岐ポリエステルは、ＯＨ基、ＣＯＯＨ基及びＣＯＯＲ基からなる群か
ら選択される１つ以上の官能基を含む。
【００４４】
　エステル化カルボキシル基における基Ｒは、有利には炭素原子１～６０個を有する基を
含む。前記基は、ヘテロ原子又は他の置換基を含んでもよい。
【００４５】
　基Ｒは、ヘテロ原子又は他の置換基を含んでもよいアルキル基、シクロアルキル基、ア
リール基、及びアラルキル基を含む基から選択され、有利には、ヘテロ原子又は他の置換
基を含んでもよいＣ1～Ｃ20－アルキル基、Ｃ3～Ｃ12－シクロアルキル基、Ｃ6～Ｃ20－
アリール基、及びＣ7～Ｃ20－アラルキル基を含む群から選択され、かつより有利には、
ヘテロ原子又は他の置換基を有さないＣ1～Ｃ8－アルキル基、Ｃ5～Ｃ12－シクロアルキ
ル基、Ｃ6～Ｃ12－アリール基、及びＣ7～Ｃ10－アラルキル基を含む群から選択され、か
つ最も有利にはヘテロ原子又は他の置換基を有さないＣ1～Ｃ8－アルキル基であってよい
。
【００４６】
　Ｒの例は、Ｃ1～Ｃ8アルキル基、例えばメチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピ
ル基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ヘキシル基、オクチル基、又はＣ6

～Ｃ12アリール基又はアリールアルキル基、例えばベンジル基を含む。好ましくは、鎖中
で酸素原子を含み、式－（ＣＨＲ’－ＣＨＲ"Ｏ）nＨ［式中、ｎは通常１～２０の自然数
であり、かつＲ’及びＲ"は、互いに独立して、Ｈ又はメチル基もしくはエチル基であり
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、有利には水素原子である］を有する基まで及ぶ。
【００４７】
　ＣＯＯＲ基は、既にポリマーについてのモノマー単位で存在してよく、代わりに、ＣＯ
ＯＨ基又はそれらの誘導体のその後の官能化によって生じてよい。
【００４８】
　官能基は、実質的に末端基であるが、官能基は、ペンダント状に配置されてもよい。
【００４９】
　特に好ましくは、本発明に従って使用される超分岐ポリエステルは、ＯＨ基及びＣＯＯ
Ｈ基の双方を含む。
【００５０】
　使用されるポリエステルは、通常、それらのヒドロキシル数及びそれらの酸数によって
特徴付けられてよい。１０～２００ｍｇ ＫＯＨ／ｇ、有利には２０～１８０ｍｇ ＫＯＨ
／ｇ、より有利には５０～１５０ｍｇ ＫＯＨ／ｇ及び特に有利には７０～１３０ｍｇ Ｋ
ＯＨ／ｇの酸数、並びに５０～５００ｍｇ ＫＯＨ／ｇ、有利には１００～４００ｍｇ Ｋ
ＯＨ／ｇ、より有利には１２０～３００ｍｇ ＫＯＨ／ｇ、及び特に有利には１５０～２
５０ｍｇ ＫＯＨ／ｇのヒドロキシル数を有する超分岐ポリエステルを使用することが好
ましいが、本発明をそれらに制限しない。
【００５１】
　酸数は、前記ＤＩＮ ５３４０２に従って決定されている。ヒドロキシル数は、ＤＩＮ 
５３２４０、第２部に従って決定されている。
【００５２】
　モル質量は、意図される適用のタイプに従って当業者によって選択される。適切に実験
されている製品は、少なくとも３００ｇ／ｍｏｌ、有利には少なくとも４００ｇ／ｍｏｌ
、より有利には少なくとも５００ｇ／ｍｏｌ、及び特に有利には少なくとも６００ｇ／ｍ
ｏｌの数平均分子量Ｍnを有するものである。モル質量Ｍnの上限は、有利には２５０００
ｇ／ｍｏｌであり、より有利には１５０００ｇ／ｍｏｌ以下であり、より特に有利には１
００００ｇ／ｍｏｌ以下であり、及び特に有利には５０００ｇ／ｍｏｌ以下である。
【００５３】
　超分岐ポリエステルの均一性は、通常Ｍw／Ｍnの比によって示される。Ｍw／Ｍnは、一
般に、１．１～２０、有利には１．２～１５、より特に好ましくは１．２～１０、及び特
に１．３～５である。
【００５４】
　多分散性について、及び数平均分子量及び質量平均分子量Ｍn及びＭwについて示された
図は、ここで、基準としてポリメチルメタクリレート、及び溶出液としてテトラヒドロフ
ラン、ジメチルアセトアミド又はヘキサフルオロイソプロパノールを使用するゲル透過ク
ロマトグラフィーによって得られた測定値を言う。前記方法は、Ａｎａｌｙｔｉｋｅｒ 
Ｔａｓｃｈｅｎｂｕｃｈ Ｖｏｌ． ４， ４３３～４４２頁， Ｂｅｒｌｉｎ １９８４に
おいて記載されている。
【００５５】
　本発明に従って好ましいポリエステルは、０～１００℃、有利には２５～５５℃及びよ
り有利には３０～５０℃のガラス転移温度を有する。
【００５６】
　ガラス転移温度Ｔgは、ＡＳＴＭ ３４１８／８２に従ってＤＳＣ法（示差走査熱分析）
によって測定される。
【００５７】
　超分岐ポリエステルの合成は、有利には、以下で図示されるように実施してよく、本発
明は、これにより、この製造方法によって合成されたポリエステルの使用に限定されない
。
【００５８】
　本発明による超分岐ポリエステルは、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、１，２
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－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、１，４－シクロ
ヘキサンジカルボン酸及びメチルヘキサヒドロフタル酸又はそれらの誘導体からなる群か
ら選択される少なくとも１つの脂環式又は芳香族ジカルボン酸（Ａ2）と、トリメチロー
ルプロパン、グリセロール及びペンタエリトリトールからなる群から選択されるＯＨ基ｘ
個を含む少なくとも１つの少なくとも三価の脂肪族アルコール（Ｃx）との反応によって
得られる。
【００５９】
　ジカルボン酸（Ａ2）は、脂環式又は芳香族、有利には脂環式であってよい。
【００６０】
　本発明に従って、ジカルボン酸（Ａ2）は、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、
１，２－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、１，４－
シクロヘキサンジカルボン酸及びメチルヘキサヒドロフタル酸又はそれらの誘導体からな
る群から選択され、有利には、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３－シクロヘ
キサンジカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸及びメチルヘキサヒドロフタ
ル酸又はそれらの誘導体からなる群から選択され、より有利には、１，２－シクロヘキサ
ンジカルボン酸及び１，４－シクロヘキサンジカルボン酸並びにそれらの誘導体からなる
群から選択され、かつ特に有利には１，２－シクロヘキサンジカルボン酸又はそれらの誘
導体である。
【００６１】
　脂環式ジカルボン酸におけるカルボン酸基は、シス配置で又はトランス配置で、有利に
はシス配置であってよい。使用される脂環式ジカルボン酸は、シス配置とトランス配置の
生成物の混合物であってもよく、その際シス配置が主要な異性体である。
【００６２】
　１，２－シクロヘキサンジカルボン酸無水物の場合に、シス異性体が、有利には主要な
異性体である。
【００６３】
　ジカルボン酸は、それ自体、又は誘導体の形で使用されてよい。
【００６４】
　誘導体に関して、有利には
－ モノマー又は他のポリマー形での対応する無水物
－ モノアルキル又はジアルキルエステル、有利にはモノ－又はジ－Ｃ1～Ｃ4アルキルエ
ステル、より有利にはモノメチルエステルもしくはジメチルエステル又は対応するモノエ
チルエステルもしくはジエチルエステル、
－ さらにモノビニルエステル及びジビニルエステル、並びに
－ 混合エステル、有利には種々のＣ1～Ｃ4アルキル成分を有する混合エステル、より有
利には混合メチルエチルエステル
を意味する。
【００６５】
　本明細書の目的のためのＣ1～Ｃ4アルキルは、メチル、エチル、イソプロピル、ｎ－プ
ロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル及びｔｅｒｔ－ブチル、有利にはメチ
ル、エチル及びｎ－ブチル、より有利にはメチル及びエチル、並びにより有利にはメチル
を意味する。
【００６６】
　有利には、ジカルボン酸（Ａ2）は、遊離酸として、無水物として又はジＣ1～Ｃ4アル
キルエステルとして、有利には無水物として又はジＣ1～Ｃ4アルキルエステルとして、特
に無水物として又はジメチルエステルとして、及び特に無水物として使用されてよい。
【００６７】
　分子内無水物の形成は、通常、芳香族１，２－カルボン酸において、及びシス配置を有
する脂環式１，２－及び１，３－カルボン酸においてのみ可能である。
【００６８】
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　明確にするために、ジカルボン酸（Ａ2）は、ヒドロキシル基とカルボキシル基のモル
比の測定のために無水物として使用され、１つの無水物基は２つのカルボキシル基として
数える。
【００６９】
　本発明の記載内容の範囲内で、ジカルボン酸と１つ以上のその誘導体との混合物を使用
することもできる。同様に、本発明の記載内容の範囲内で、１つ以上のジカルボン酸の２
つ以上の誘導体の混合物を使用することができる。
【００７０】
　ＯＨ基ｘ個を有する少なくとも１つの三価の脂肪族アルコール（Ｃx）は、トリメチロ
ールプロパン、グリセロール及びペンタエリトリトールからなる群から選択され、有利に
はトリメチロールプロパン又はペンタエリトリトールであり、及びより有利にはトリメチ
ロールプロパンである。
【００７１】
　本発明によって、少なくとも三価の脂肪族アルコール（Ｃx）は三価又は四価、有利に
は三価である。
【００７２】
　種々の少なくとも三価の脂肪族アルコール（Ｃx）、例えば１～３つ、有利には１又は
２つ、及びより有利には１つの混合物を使用することができる。
【００７３】
　本発明による超分岐ポリエステルは、さらに、少なくとも１つの脂環式ジオール（Ｂ2

）を、例えば１～３つ、有利には１又は２つ、より有利には１つ含む。
【００７４】
　本発明に従って使用されるジオール（Ｂ2）は、少なくとも１つ、有利にはちょうど１
つの飽和脂環式環系を含むことを意味し、環サイズ３～１２、有利には５～８、及びより
有利には６員環を有する、脂環式である。
【００７５】
　本発明に従って使用されるジオール（Ｂ2）は、有利には、１，２－及び１，３－シク
ロペンタンジオール、１，２－、１，３－及び１，４－シクロヘキサンジオール、１，１
－、１，２－、１，３－及び１，４－ビス（ヒドロキシメチル）シクロヘキサン、１，１
－、１，２－、１，３－及び１，４－ビス（ヒドロキシエチル）シクロヘキサン、並びに
２，２－ビス（４’－ヒドロキシシクロヘキサン）プロパンからなる群から選択され、及
びより有利には、１，２－、１，３－及び１，４－シクロヘキサンジオール、１，２－、
１，３－及び１，４－ビス（ヒドロキシメチル）シクロヘキサン、並びに２，２－ビス（
４’－ヒドロキシシクロヘキサン）プロパンからなる群から選択される。
【００７６】
　本発明によるポリエステルにおけるアルコール（Ｃx）及びジオール（Ｂ2）からのヒド
ロキシル基の合計量に対するジオール（Ｂ2）からのヒドロキシル基の割合は、０より大
きく、有利には少なくとも０．１、及びより有利には少なくとも０．２である。
【００７７】
　本発明によるポリエステルにおけるアルコール（Ｃx）及びジオール（Ｂ2）からのヒド
ロキシル基の合計量に対するジオール（Ｂ2）からのヒドロキシル基の割合は、通常、０
．８を超えず、有利には０．７以下、及びより有利には０．６以下である。
【００７８】
　少なくとも三価の脂肪族アルコール（Ｃx）及びジオール（Ｂ2）におけるヒドロキシル
基と、ジカルボン酸（Ａ2）におけるカルボキシル基とのモル比は、２：１～１：２、有
利には１．５：１～１：２、特に１．５：１～１：１．５である。
【００７９】
　本発明に従って、ジオール（Ｂ2）以外の追加のジオール、例えば脂肪族又は芳香族ジ
オールを使用しない。
【００８０】
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　最も単純な場合に、反応混合物は、互いと反応されるべき成分の混合物のみからなる。
しかしながら、反応混合物は、溶剤、適したエステル化触媒又はトランスエステル化触媒
、及び適宜他の添加剤を含むこともできる。
【００８１】
　前記超分岐ポリエステルの製造方法を、バルクで又は溶剤の存在で実施できる。適した
溶剤の例は、炭化水素、例えばパラフィン又は芳香族化合物を含む。特に適したパラフィ
ンは、ｎ－ヘプタン及びシクロヘキサンである。特に適した芳香族化合物は、トルエン、
オルト－キシレン、メタ－キシレン、パラ－キシレン、キシレン異性体混合物、エチルベ
ンゼン、シクロベンゼン及びオルト－及びメタ－ジクロロベンゼンである。酸触媒の不在
で溶剤として適している他の溶剤は、より有利には、エーテル、例えばジオキサン又はテ
トラヒドロフラン、並びにケトン、例えばメチルエチルケトン及びメチルイソブチルケト
ンである。
【００８２】
　添加される溶剤の量は、本発明に従って、反応されるべき使用される出発材料の質量に
対して、少なくとも０．１質量％、有利には少なくとも１質量％、及びより有利には少な
くとも１０質量％である。反応されるべき使用される出発材料の質量に対して、溶剤の過
剰量、例えば１．０１～１０倍を使用することもできる。反応されるべき使用される出発
材料の質量に対して１００倍より多い溶剤の量は、有利ではなく、それというのも、著し
く低い反応物濃度で、反応速度は著しく低下し、経済的ではない長い反応時間を導くから
である。
【００８３】
　好ましい一実施態様において、反応を、溶剤を添加せずに実施する。
【００８４】
　本発明の方法を実施するために、反応の始まりで添加される添加剤として、水除去剤の
存在で実施することができる。適した例は、分子ふるい、特に分子ふるい４Å、ＭｇＳＯ

4及びＮａ2ＳＯ4を含む。反応中に、他の水除去剤を添加すること、又は炭水除去剤によ
って水除去剤を置き換えることもできる。反応中に、形成された水及び／又はアルコール
を上流によって除去すること、及び例えば、水が共沸剤の使用で除去される場合に、水分
離器を使用することもできる。
【００８５】
　水の分離を、ストリッピングによって、例えば、反応条件下で不活性であるガスを反応
混合物に通過し、さらに適宜蒸留することによって実施してもよい。適した不活性ガスは
、有利には、窒素、希ガス、二酸化炭素、燃焼ガス、又は酸素含有率、例えば４～１０体
積％を有する酸素欠乏空気（リーン空気）を含む。
【００８６】
　本発明の方法を、触媒の不在で実施できる。
【００８７】
　本発明の一実施態様において、反応を、少なくとも１つの触媒の存在で実施する。触媒
は、有利には、酸性無機触媒、有機金属触媒もしくは有機触媒、又は酸性無機触媒、有機
金属触媒もしくは有機触媒の２つ以上の混合物である。
【００８８】
　本発明の目的のための酸性無機触媒は、例えば硫酸（Ｈ2ＳＯ4）、硫酸塩及び硫酸水素
塩、例えば硫酸水素ナトリウム（ＮａＨＳＯ4）、リン酸（Ｈ3ＰＯ4）、ホスホン酸（Ｈ3

ＰＯ3）、高リン酸（Ｈ3ＰＯ2）、硫酸アルミニウム水和物、ミョウバン、酸性シリカゲ
ル（ｐＨ＜６、特に＜５）及び酸性酸化アルミニウムである。使用されてよい他の酸性無
機触媒は、例えば一般式Ａｌ（ＯＲ1）3のアルミニウム化合物及び一般式Ｔｉ（ＯＲ1）4

のチタン酸塩を含み、その際遊離基Ｒ1は、それぞれの場合に同一又は異なり、かつ互い
に独立して、
Ｃ1～Ｃ20アルキル基、例えばメチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチ
ル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、イソペンチル、ｓ
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ｅｃ－ペンチル、ネオペンチル、１，２－ジメチルプロピル、イソアミル、ｎ－ヘキシル
、イソヘキシル、ｓｅｃ－ヘキシル、ｎ－ヘプチル、イソヘプチル、ｎ－オクチル、２－
エチルヘキシル、ｎ－ノニル、ｎ－デシル、ｎ－ドデシル、ｎ－ヘキサデシル又はｎ－オ
クタデシル
Ｃ3～Ｃ12シクロアルキル基、例えばシクロプロピル、シクロブチル、シクロペンチル、
シクロヘキシル、シクロヘプチル、シクロオクチル、シクロノニル、シクロデシル、シク
ロウンデシル及びシクロドデシル、有利にはシクロペンチル、シクロヘキシル及びシクロ
ヘプチル
から選択することができる。
【００８９】
　Ａｌ（ＯＲ1）3及び／又は式Ｔｉ（ＯＲ1）4における基Ｒ1は、有利には、互いに同一
であり、かつｎ－ブチル、イソプロピル及び２－エチルヘキシルから選択される。
【００９０】
　好ましい酸性有機金属触媒は、例えば、ジアルキルスズオキシドＲ1

2ＳｎＯ又はジアル
キルスズエステルＲ1

2Ｓｎ（ＯＲ2）2［式中、Ｒ1は前記で定義されたものであり、かつ
同一又は異なってよい］から選択される。
【００９１】
　Ｒ2は、Ｒ1と同様の定義を有してよく、かつさらにＣ6～Ｃ12アリール、例えばフェニ
ル、ｏ－、ｍ－又はｐ－トルイル、キシリル又はナフチルであってよい。Ｒ2は、それぞ
れの場合に同一又は異なってよい。
【００９２】
　有機スズ触媒の例は、スズ（ＩＩ）ｎ－オクタノエート、スズ（ＩＩ）２－エチルヘキ
サノエート、スズ（ＩＩ）ラウレート、ジブチルスズオキシド、ジフェニルスズオキシド
、ジブチルスズジクロリド、ジブチルスズジアセテート、ジブチルスズジラウレート、ジ
ブチルスズジマレエート又はジオクチルスズジアセテートである。
【００９３】
　酸性有機金属触媒の特に好ましい代表例は、ジブチルスズオキシド、ジフェニルスズオ
キシド及びジフェニルスズジラウレートである。さらに可能な有機金属触媒は、有機金属
ビスマス又はジルコニウム化合物である。
【００９４】
　好ましい酸性有機触媒は、例えばホスフェート基、スルホ酸基、スルフェート基又はホ
スホン酸基を含む酸性有機化合物である。スルホン酸、例えばパラ－トルエンスルホン酸
、ベンゼンスルホン酸、ドデシルベンゼンスルホン酸、メタンスルホン酸、及びトリフル
オロメタンスルホン酸が特に好ましい。酸性イオン交換体を、酸性有機触媒として使用す
ることもでき、例えばスルホン酸基を含み、ジビニルベンゼン約２ｍｏｌ％と架橋されて
いるポリスチレン樹脂である。
【００９５】
　２つ以上の前記触媒の組合せを使用することもできる。固定化された形で別々の分子の
形である、有機触媒又は有機金属触媒又は無機触媒を、シリカゲル上で又はゼオライト上
で使用することもさらに可能である。
【００９６】
　酸性触媒、有機金属触媒又は無機触媒を使用することが所望される場合に、使用される
触媒の量は、本発明に従って、０．１質量％～１０質量％、有利には０．２質量％～２質
量％である。
【００９７】
　一実施態様において、エステル化触媒は酵素である。リパーゼ及びエステラーゼの使用
が好ましい。特に適した例は、カンジダ・アンタルクチカ（Ｃａｎｄｉｄａ ａｎｔａｒ
ｃｔｉｃａ）リパーゼＢである。前記酵素は、例えばＮｏｖｏｚｙｍｅｓ Ｂｉｏｔｅｃ
ｈ Ｉｎｃ．社（デンマーク）から市販されている。
【００９８】
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　前記酵素は、有利には、固定された形で、シリカゲル又はＬｅｗａｔｉｔ（登録商標）
上で使用される。酵素を固定する方法は、例えばＫｕｒｔ Ｆａｂｅｒ， "Ｂｉｏｔｒａ
ｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎｓ ｉｎ ｏｒｇａｎｉｃ ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ"， ３ｒｄ ｅｄｉ
ｔｉｏｎ １９９７， Ｓｐｒｉｎｇｅｒ Ｖｅｒｌａｇ， ｓｅｃｔｉｏｎ ３．２ "Ｉｍ
ｍｏｂｉｌｉｚａｔｉｏｎ" ３４５－３５６頁から、それ自体公知である。固定化された
酵素は、例えばＮｏｖｏｚｙｍｅｓ Ｂｉｏｔｅｃｈ Ｉｎｃ．社（デンマーク）から市販
されている。使用される酵素の量は、全体で使用される出発材料の質量に対して、１～２
０質量％、特に１０～１５質量％である。
【００９９】
　本発明のプロセスを実施するために、酵素を使用しない実施態様が好ましい。
【０１００】
　他の好ましい実施態様において、非金属含有触媒を、前記プロセスを実施するために使
用する。
【０１０１】
　特に好ましい一実施態様において、触媒を、前記プロセスを実施するために使用しない
。後者は、本発明による多層材料を食品包装として使用する場合に特に好ましい。後者は
、さらに、化合物（Ａ2）が酸無水物である場合に特に好ましい。
【０１０２】
　前記超分岐ポリエステルの製造のための方法は、有利には、不活性ガス雰囲気下、すな
わち反応条件下で不活性であるガス、例えば二酸化炭素、燃焼ガス、例えば４～１０体積
％の酸素含有率を有する酸素欠乏空気（リーン空気）の下で実施され、中でもアルゴンが
特に挙げられてよい。
【０１０３】
　本発明のプロセスは、６０～２５０℃の温度で実施される。８０～２００℃、より有利
には１００～１８０℃の温度で操作することが好ましい。酵素を使用する場合に、１００
℃を超えるべきでない。
【０１０４】
　本発明のプロセスの圧力条件は、一般に重要でない。著しく低減された圧力、例えば１
０～５００ｍｂａｒで操作することが好ましい。本発明の方法は、５００ｍｂａｒより高
い圧力でも実施できる。単純な理由で、大気圧での反応が好ましく、しかしながら例えば
１２００ｍｂａｒまでのわずかに高い圧力でのその実施も可能である。著しく高い圧力下
で、例えば１０ｂａｒまでの圧力で操作することもできる。減圧又は大気圧下での反応が
好ましく、特に大気圧が好ましい。
【０１０５】
　本発明の方法の反応時間は、通常、１０分～４８時間、有利には３０分～２４時間、及
びより有利には１～１２時間である。
【０１０６】
　反応が終わった後に、高い官能性の超分岐ポリエステルを、例えば適宜、触媒を濾過す
ること及び溶媒をストリッピングすることによって容易に単離することができ、この場合
、溶剤のストリッピングは通常減圧下で実施される。さらにより高い適した処理方法は、
ポリマーの沈澱、続いて水の添加、続いて洗浄及び乾燥である。
【０１０７】
　本発明の記載内容の範囲内で、本発明の超分岐ポリエステルは、他のバインダーとの混
合物で使用されてもよい。
【０１０８】
　本発明の印刷インクのための他のバインダーの例は、ポリビニルブチラール、ニトロセ
ルロース、ポリアミド、ポリウレタン、ポリ塩化ビニル、ポリケトン、ポリカーボネート
、ポリアクリレート又はポリアクリレートコポリマーを含む。好ましい他のバインダーは
、ニトロセルロース、ポリウレタン、及びポリビニルブチラールからなる群から選択され
、特に、他のバインダーとしてニトロセルロース及び／又はポリウレタンが好ましい。特
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に有利に実施されている組合せは、超分岐ポリエステルとニトロセルロースとの組合せで
ある。本発明の印刷インクにおける全てのバインダーの合計量は、通常、全ての構成成分
に対して、５質量％～３５質量％、有利には６質量％～３０質量％、及びより有利には１
０質量％～２５質量％である。
【０１０９】
　全てのバインダーの合計量に対する超分岐ポリエステルの質量比は、少なくとも５０質
量％、有利には少なくとも６０質量％、及び特に有利には少なくとも７０質量％である。
全てのバインダーの合計量に対する超分岐ポリエステルの質量比は、１００質量％未満、
有利には９０質量％以下、特に有利には８０質量％以下である。
【０１１０】
　バインダーとしてのニトロセルロースは、１２．６質量％未満までの窒素含有率（８５
％までのニトロ化の程度）で使用されてよい。好ましいニトロセルロースは、窒素含有率
１１．８８～１２．２質量％でエステル溶性、及び窒素含有率１０．９～１１．３質量％
でアルコール溶性であり、より有利にはアルコール溶性ニトロセルロースである。
【０１１１】
　バインダーとしてのポリウレタンは、例えばＥＰ １７４３９１１号Ａ１、段落番号［
００１８］～［００７０］又はＵＳ ５，５５６，９２５号４段落９行目～９段落２４行
目において記載されており、双方の開示は、参照をもって本明細書に組み込まれたものと
する。
【０１１２】
　１つの溶剤、又は２以上の溶剤の混合物を使用してよい。主に適した溶剤は、印刷イン
ク、特に包装用インクのための通常の溶剤を含む。本発明の印刷インクのための溶剤とし
て特に適しているのは、アルコール、例えばエタノール、１－プロパノール、２－プロパ
ノール、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、置換した
アルコール、例えばエトキシプロパノール、並びにエステル、例えば酢酸エチル、酢酸イ
ソプロピル、及び酢酸ｎ－プロピル、酢酸ｎ－ブチル、又は酢酸ｔ－ブチルである。
【０１１３】
　水は、原則として適した溶剤でもある。特に好ましい溶剤は、エタノール、又は大部分
はエタノール及び酢酸エチルから構成される混合物である。可能な溶剤の中で、原則とし
て、当業者は、超分岐ポリエステルの溶解性及び印刷インクによって要求される所望され
た乾燥速度に従って適切に選択する。遅乾性溶剤が、本発明で配合されてもよい。典型的
な遅乾性溶剤は、グリセロールエーテル、例えばＤｏｗａｎｏｌ（登録商標）ＰＭ（プロ
ピレングリコールモノメチルエーテル）もしくはＤＰＭ（ジプロピレングリコールメチル
エーテル）、又はエトキシプロパノールである。通常、印刷インクの全体の構成成分の合
計に対して、４０質量％～８０質量％の溶剤を使用する。
【０１１４】
　従来の直鎖ポリウレタンと配合された包装用白色インクの典型的な積層品は、溶剤４０
質量％～７０質量％を含む。本発明による比較可能な超分岐ポリエステルを基礎とする白
色インクは、同じ印刷粘性で、５～２０質量％、有利には１０～１２質量％の少ない溶剤
を有する。この測定値で、超分岐ポリエステルを基礎とするウインクにおけるＶＯＣの量
は、従来の直鎖ポリウレタンを基礎とするインクよりも低い。
【０１１５】
　使用されてよい着色剤は、通常の染料及び、特に通常の顔料を含む。例えば、制限され
ることなく、無機顔料、例えば二酸化チタン顔料又は酸化鉄顔料、干渉顔料、カーボンブ
ラック、金属粉末、例えば特にアルミニウム、黄銅もしくは銅粉末、並びに有機顔料、例
えばアゾ顔料、フタロシアニン顔料又はイソインドリン顔料である。好ましい有機顔料の
例は、フタロシアニンブルー１５：４、フタロシアニングリーン７、緑３６、黄１２、黄
１４、赤５７：１、及び赤５２：１である。もちろん、種々の染料又は着色剤の混合物を
使用することもでき、可溶性有機染料も可能である。通常、全ての構成成分の合計に対し
て、着色剤５質量％～２５質量％を使用する。
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【０１１６】
　本発明の包装用インクは、場合により、他の添加剤及び助剤を含んでよい。添加剤及び
助剤の例は、充填剤、例えば炭酸カルシウム、酸化アルミニウム水和物又はケイ酸アルミ
ニウム及び／又はケイ酸マグネシウムである。ロウは、耐摩耗性を高め、かつ潤滑性を高
めることに役立つ。例えば、特に、ポリエチレンワックス、酸化ポリエチレンワックス、
石油ロウ又はセレシンロウである。脂肪酸アミドを、表面平滑性を高めるために使用して
よい。可塑剤は、乾燥したフィルムの弾性を高めることに役立つ。例は、フタレート、例
えばジブチルフタレート、ジイソブチルフタレート、ジオクチルフタレート、クエン酸エ
ステル又はアジピン酸のエステルである。顔料を分散するために、分散助剤を使用できる
。インクのその基剤フィルムへの接着を改良するために、接着促進剤を使用できる。例は
チタンキレートである。本発明の印刷インクの場合に、有利には、接着促進剤なしに実施
することができるが、これは接着促進剤の使用を除外することを意図しない。全ての添加
剤及び助剤の合計量は、通常、印刷インクの全ての構成成分の合計に対して、２０質量％
を超えず、有利には０質量％～１０質量％である。
【０１１７】
　本発明の包装用インクを、原則として公知である方法で、例えば通常の装置、例えば溶
解機、撹拌ボールミル又は三本ロールミルで構成成分を激しく撹拌及び／又は分散するこ
とによって製造できる。有利には、濃縮顔料分散液を、最初に構成成分の一部及び溶剤の
一部で製造し、続いてさらに、追加の構成成分及び他の溶剤で仕上げの印刷インクに加工
する。
【０１１８】
　他の好ましい側面において、本発明は、少なくとも１つの溶剤又は種々の溶剤の混合物
、少なくとも１つのポリマーバインダー及び場合により他の添加剤（その際少なくとも１
つのポリマーバインダーは本発明の超分岐高官能性ポリエステルを含む）を含む印刷ワニ
スを提供し、かつ、保護ワニスとして下塗りのための本発明の印刷ワニスの使用について
、及び多層材料の製造についても提供する。
【０１１９】
　本発明の印刷ワニスは、もちろん、着色剤を含まないが、既に概説された本発明の印刷
インクと同様の構成成分を有することを除く。残りの構成成分の量は相応して増加する。
【０１２０】
　驚くべきことに、印刷インク、特に包装用インク、及び超分岐ポリエステルを基礎とす
るバインダーを有する印刷ワニスの使用によって、個々の間で顕著な接着を有する多層材
料が得られる。接着促進剤の添加は、有利にはもはや必要でない。
【０１２１】
　本発明による多層材料は、少なくとも２個のフィルム１及びフィルム２、本発明による
インクで印刷された少なくとも１つの層、及びさらに場合によりインクと一方のフィルム
との間に少なくとも１つの接着層を含む。本発明の好ましい一実施態様において、インク
と一方のフィルムとの間の接着層が存在する。
【０１２２】
　接着剤は、典型的に本発明の目的のために使用される接着剤、例えば制限されることな
く、ポリウレタン分散剤、ポリアクリレート、単一包装ポリウレタン接着剤、二成分ポリ
ウレタン接着剤及び押出積層法における低融点ポリエチレンから選択されてよい。
【０１２３】
　本発明の印刷ワニスは、当然、着色剤を含まないが、前記で概説された印刷インクと同
様の構成成分を含むことを除く。他の構成成分の量は、従って増加する。
【０１２４】
　包装用印刷インクで得られた印刷層は、実質的に、印刷インクと同様の組成物を有する
が、存在するいくつか又は全ての溶剤及びあらゆる揮発物が蒸発されることを除く。
【０１２５】
　従って一般的に記載されている本発明の技術は、例証によって提供されるが、制限する
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ことを意図しない次の実施例の参照によってより容易に理解できる。
【０１２６】
　実施例：
　一般の方法：
　分子量を、ゲル透過クロマトグラフィー（ＧＰＣ）によって測定した；溶出液：テトラ
ヒドロフラン（ＴＨＦ）；参考材料：ＰＭＭＡ。
酸数（ＡＮ）を、前記ＤＩＮ ５３４０２に従って測定した。
ヒドロキシル価（ＯＨ価）を、ＤＩＮ ５３２４０、第２部に従って測定した。
【０１２７】
　ガラス転移温度（Ｔｇ）を、示差走査熱分析（ＤＳＣ）を使用して測定した。測定中に
、試料を、予想されたＴｇより約５０℃低い出発温度まで冷却し、そして予想されたＴｇ
より約５０℃高い最終温度まで、１０℃／分の速さで加熱した。得られたＴｇは、第二の
加熱サイクルの結果を示す。
ＤＢＴＬ＝ジブチルスズジラウレート
ＴＭＰ＝トリメチロールプロパン
ＨＰＡＡ＝１，２－シクロヘキサンジカルボン酸無水物（ＣＡＳ ８５－４２－７）。
【０１２８】
　超分岐ポリエステルの合成
　比較例１（ＵＳ ２００５／０１４７８３４号Ａ１の実施例１の生成物に類似）：機械
撹拌機、温度計、ガス入口及び収集フラスコを有する蒸留装置を備えた２リットルの丸底
フラスコ中に、アジピン酸６８０ｇ（４．６５ｍｏｌ）及びＴＭＰ５２０ｇ（３．８８ｍ
ｏｌ）を置いた。ＤＢＴＬ０．３６ｇを触媒として添加し、そして反応混合物を撹拌下で
１６０℃まで加熱した。その混合物を、１６０℃で３時間撹拌し、そして反応水を収集し
た。反応は酸数に従い、酸数８７ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）を得た場合に、周囲温度
まで冷却することによって反応を停止した。
【０１２９】
　生成物を無色の樹脂として得た。ＡＮ＝８７ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）、ＯＨ価＝
２２６ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）、Ｍn＝２２００ｇ／ｍｏｌ、Ｍw＝１３１００ｇ／
ｍｏｌ、Ｔｇ＝－３０℃。
【０１３０】
　比較例２（ＵＳ ２００５／０１４７８３４号Ａ１の実施例２の生成物に類似）：機械
撹拌機、温度計、ガス入口及び収集フラスコを有する蒸留装置を備えた２リットルの丸底
フラスコ中に、アジピン酸６８０ｇ（４．６５ｍｏｌ）及びＴＭＰ５２０ｇ（３．８８ｍ
ｏｌ）を置いた。ＤＢＴＬ０．３６ｇを触媒として添加し、そして反応混合物を撹拌下で
１６０℃まで加熱した。その混合物を、１６０℃で４時間撹拌し、そして反応水を収集し
た。反応は酸数に従い、酸数１００ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）を得た場合に、周囲温
度まで冷却することによって反応を停止した。
【０１３１】
　生成物を無色の樹脂として得た。ＡＮ＝１００ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）、ＯＨ価
＝２１５ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）、Ｍn＝１１００ｇ／ｍｏｌ、Ｍw＝４９００ｇ／
ｍｏｌ、Ｔｇ＝－３１℃。
【０１３２】
　比較例３（ＵＳ ２００７／２１３５０１号Ａ１の実施例１２の生成物に類似）：機械
撹拌機、温度計、ガス入口及び収集フラスコを有する蒸留装置を備えた２リットルの丸底
フラスコ中に、アジピン酸７４２ｇ（５．１０ｍｏｌ）、グリセロール２５７ｇ（２．８
０ｍｏｌ）及び１，４－ジメチロール－シクロヘキサン２０１ｇ（１．４０ｍｏｌ）を置
いた。ＤＢＴＬ０．６ｇを触媒として添加し、そして反応混合物を撹拌下で１６０℃まで
加熱した。その混合物を、１６０℃で８時間撹拌し、そして反応水を収集した。反応は酸
数に従い、酸数９５ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）を得た場合に、周囲温度まで冷却する
ことによって反応を停止した。
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【０１３３】
　生成物を無色の樹脂として得た。ＡＮ＝９５ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）、ＯＨ価＝
１５１ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）、Ｍn＝１９２０ｇ／ｍｏｌ、Ｍw＝１０２２０ｇ／
ｍｏｌ、Ｔｇ＜－３５℃。
【０１３４】
　実施例４：
　機械撹拌機、温度計、ガス入口及び収集フラスコを有する蒸留装置を備えた２リットル
の丸底フラスコ中に、ＨＰＡＡ６８１ｇ（４．４２ｍｏｌ）、ＴＭＰ１６５ｇ（１．２３
ｍｏｌ）及び１，４－ジメチロール－シクロヘキサン３５４ｇ（２．４６ｍｏｌ）を置い
た。ＤＢＴＬ０．３６ｇを触媒として添加し、そして反応混合物を撹拌下で１６０℃まで
加熱した。その混合物を、１６０～１８０℃で２．５時間撹拌し、そして反応水を収集し
た。反応は酸数に従い、酸数１３７ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）を得た場合に、周囲温
度まで冷却することによって反応を停止した。
【０１３５】
　生成物を無色の樹脂として得た。ＡＮ＝１３７ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）、ＯＨ価
＝１２４ｍｇ ＫＯＨ／ｇ（ポリマー）、Ｍn＝３６０ｇ／ｍｏｌ、Ｍw＝６５０ｇ／ｍｏ
ｌ、Ｔｇ＝２３℃。
【０１３６】
　フレキソ印刷インクを、前記製造例でのニトロセルロースを基礎とする着色分散剤を混
合することによって製造した。
【０１３７】
　インク調合物及び試験：インクを、典型的に、着色剤、分散樹脂、分散添加剤及び溶剤
を含む着色分散剤と、ポリマーバインダー、添加剤及び溶剤から構成されるレットダウン
ビヒクル（ｌｅｔｄｏｗｎ ｖｅｈｉｃｌｅ）とを混合することによって製造する。
【０１３８】
　着色分散剤を、顔料をＬａｕ（登録商標）Ｄｉｓｐｅｒｓｅｒ ＤＡＳ Ｈ ２００－Ｋ
印刷シェーカーで、研磨媒体として２ｍｍの直径を有するガラスビーズを使用して研磨す
ることによって製造した。以下は、典型的に、白色及び着色インクについて使用した分散
剤調合物である。
【０１３９】
【表１】

【０１４０】
　本発明において使用した酸化チタンはＫｅｍａｒｉ ＲＯＤＩであった。フタロシアニ
ンブルー１５：４はＴｏｙｏ ｂｌｕｅ ７４００Ｇであった。
【０１４１】
　レットダウンビヒクルを、前記実施例において挙げた超分岐ポリエステル試料を使用し
て、少なくとも５０質量％、しかし７５質量％超えない超分岐ポリエステルを標準溶剤、
典型的にｎ－プロパノール中で溶解することによって製造した。ベースインクを、着色分
散剤とレットダウンビヒクルとを、適した溶剤の量での標準の比で混合することによって
得た。ベースインクのベースインク粘度を、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ（ＡＳＴＭ Ｄ２１９
６）を使用して測定し、そして溶剤ミックスでフレキソ印刷について２５℃でほとんど１
００ｍＰａｓのインク粘度に調整した。インク粘度での最終インク組成（質量％）を、以
下の表で白色及び青色インクについてまとめた。全ての実施例はｎ－プロパノール中で可
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溶性であり、かつ安定なインクを製造したが、実施例１、２及び３によるポリエステルは
除く。実施例１、２及び３からのポリエステルで製造したインクは、２５℃で２４時間の
放置で相分離を呈した。対象インクを、ポリウレタンＮｅｏＲｅｚ（登録商標）Ｕ３３５
インクビヒクルから製造した。ＤＳＭ ＮｅｏＲｅｓｉｎｓ Ｉｎｃ．社（Ｗｉｌｍｉｎｇ
ｔｏｎ）から入手できるＮｅｏＲｅｚ（登録商標）Ｕ３３５は、フレキソにおいて及びグ
ラビア印刷インク調合物について推奨された非反応性高分子量半脂肪族ポリウレタンであ
る。
【０１４２】
【表２】

【０１４３】
【表３】

【０１４４】
　インクを、表面張力４２ｄｙｎｅ／ｃｍを有するＰＥＴフィルム（Ｄｕｐｏｎｔ（登録
商標）４８ＬＢＴ）上で、Ｋ－Ｃｏａｔｅｒ（ＲＫ Ｐｒｉｎｔ－Ｃｏａｔ Ｉｎｓｔｒｕ
ｍｅｎｔｓ Ｌｔｄ社製）及び６ミクロメートルの湿潤フィルム体積を提供するワイヤ直
径０．０８ｍｍを有するＫ－１ロッドを使用してドローダウンした。
【０１４５】
　次の試験プロトコルを使用して、印刷されたフィルムの物理的特性を測定した。
【０１４６】
　テープ接着試験
　印刷工業において印刷されたフィルム上のインク接着を調べる一般の方法は、テープ接
着（ＡＳＴＭ Ｆ ２２５２－０３）である。測定を、インクを１時間室温でドローダウン
した後に実施し、溶剤が完全に蒸発されたか確認した。結果を１～５の尺度で評価する：
５は、フィルムからはがれたインクがなく、１は、フィルムから１００％はがれた。
【０１４７】
　耐ブロッキング性
　耐ブロッキング性を、スプリング式プレス、Ｋｏｅｈｌｅｒ Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ社
製のＫ５３０００ Ｉ．Ｃ．ブロック試験器を使用して測定する。この試験は、熱及び圧
力を有する貯蔵条件下で印刷したフィルムのロールを評価することである。ブロッキング
試験を、１０ｐｓｉ、５０℃、１６時間で設定する。評価は１～５の尺度である；５はイ
ンクはがれがなく良好であり、１はフィルムから１００％はがれた。
【０１４８】
　積層品の剥離強度
　積層インクについての重大な性能は、印刷されたフィルムと、通常低い融点を有するポ
リオレフィン、例えばＬＤＰＥ、低密度ポリエチレンであるシーラントフィルムとを結合
する接着剤の使用で完全な積層品を形成する能力である。Ｔｙｃｅｌ（登録商標）ＵＲ７
９７５／ＵＲ６０２９（Ｌｉｏｆｏｌ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ社製）を接着剤として使
用した。積層品試料の結合強度を、Ｉｎｓｔｒｏｎ（登録商標）、引張試験機によって評
価した。最も一般の構成は、"Ｔ"形成をもたらす共に接着されている基材の２つのストリ
ップを引き離すことを含む、標準Ｔ－ｐｅｅｌである（ＡＳＴＭ Ｄ１８７６）。典型的
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な剥離力測定は、１分毎に１～２０インチ、有利には１分毎に６～１５インチの一定の剥
離速度で実施する。結合強度についての閾値は、包装用フィルムを裂く最少の力である。
破壊結合強度が常に好ましい。典型的な積層包装の閾値は、約１３５グラム－力／直線セ
ンチメートルである。１３５ｇｍ／ｃｍに及ぶ結合強度測定は、破壊結合強度を得る最少
の力である。
【０１４９】
　白色及び青色インクのインク性能を第３表及び第４表においてまとめる。
【０１５０】
【表４】

【０１５１】
【表５】

【０１５２】
　本明細書において例示的に記載されている実施態様を、任意の１つの要素又は複数の要
素や、１つの限定又は複数の限定の存在下で適切に実施してよく、これらは本明細書にお
いて特に開示されていない。従って、例えば‘含有する（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）’、‘
含む（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）’、‘含む（ｃｏｎｔａｉｎｉｎｇ）’等の用語は、拡張し
て読み、かつ制限されない。さらに、本明細書において使用された用語及び表現は、明細
書の用語として使用され、かつ制限されず、示されかつ記載されたあらゆる同等の特徴を
包含するかかる用語及び表現又はそれらの一部の使用において意図はないが、種々の改変
は、請求された技術の範囲内でありうる。さらに、‘実質的に～からなる（ｃｏｎｓｉｓ
ｔｉｎｇ ｅｓｓｅｎｔｉａｌｌｙ ｏｆ）’の語句は、特に挙げられたそれらの要素及び
請求された技術の基本的な新規の特性に大いに影響しないそれらの追加の要素を含むと解
される。‘からなる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ ｏｆ）’の語句は、明記されていない任意
の要素を除外する。
【０１５３】
　本明細書において挙げられている全ての刊行物、特許明細書、交付済み特許、及び他の
文献は、それぞれ個々の刊行物、特許明細書、交付済み特許又は他の文献がその全体にお
いて参照をもって組み込まれるべきことを明確に及び個々に意図しているかのように、参
照をもって本明細書に組み込まれる。参照をもって組み込まれる記載内容において含まれ
る定義は、それらがこの開示における定義に矛盾する範囲を除く。
【０１５４】
　本発明の開示は、本明細書において記載された特定の実施態様の用語内で制限されず、
種々の態様の例証として意図される。多くの改変及び変法を、その趣旨及び範囲から逸脱
することなく作成することができ、それは当業者に明らかである。本開示の範囲内である
機能的に同等の組成物、装置及び方法、本発明において列挙されたものは、前記明細書か
ら当業者に明らかである。かかる改変及び変法は、付属の特許請求の範囲内であると意図
される。本発明の開示は、付属の特許請求の範囲が与えられる範囲と同等の完全な範囲に
加えて、付属の特許請求の範囲の用語によってのみ限定されるべきである。この開示は、
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されるべきである。本明細書において使用される専門用語は、特定の実施態様のみを記載
する目的のためであり、かつ制限することを意図しない。
【０１５５】
　さらに、開示の特徴又は態様がマーカッシュ群によって記載されている場合に、当業者
は、その開示がマーカッシュ群の任意の個々の数又は部分群の数によっても記載されると
認識する。
【０１５６】
　当業者によって理解されるように、任意の及び全ての目的について、特に記載された説
明を提供することに関して、本明細書において開示されている全ての範囲は、任意の及び
全ての可能な部分範囲及びそれらの部分範囲の組合せも包含する。任意の挙げられた範囲
は、少なくとも等しい二等分、三分の一、四分の一、五分の一、十分の一等に分類されて
いる同様の範囲を十分に記載し可能にすると容易に認識できる。制限のない例として、本
発明において議論されているそれぞれの範囲は、下三分の一、中三分の一、及び上三分の
一等に容易に分類できる。当業者によっても理解されるように、全ての言語、例えば‘ま
で（ｕｐ ｔｏ）’、‘少なくとも（ａｔ ｌｅａｓｔ）’、‘より大きい（ｇｒｅａｔｅ
ｒ ｔｈａｎ）’、‘未満（ｌｅｓｓ ｔｈａｎ）’等は、限定された数を含み、続いて前
記で議論された部分範囲に分類できる範囲に関連する。最終的に、当業者によって理解さ
れるように、範囲は、それぞれ個々の数を含む。
【０１５７】
　ある実施態様が説明及び記載されている一方で、変更及び改変が、続く特許請求の範囲
において定義されているその広い態様における技術から逸脱せずに、当業者に従って実施
できることを理解すべきである。



(23) JP 2014-519528 A 2014.8.14

10

20

30

40

【国際調査報告】



(24) JP 2014-519528 A 2014.8.14

10

20

30

40



(25) JP 2014-519528 A 2014.8.14

10

20

30

40



(26) JP 2014-519528 A 2014.8.14

10

20

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,T
J,TM),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,R
O,RS,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,
BB,BG,BH,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,H
U,ID,IL,IN,IS,JP,KE,KG,KM,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI
,NO,NZ,OM,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,
UZ,VC,VN

(72)発明者  チェン　ルー　スー
            アメリカ合衆国　ミシガン　グロスアイル　イースト　リヴァー　ロード　２９１９４
(72)発明者  ベアント　ブルフマン
            ドイツ連邦共和国　フラインスハイム　バーンホーフシュトラーセ　５８
(72)発明者  モニカ　ハーベレヒト
            ドイツ連邦共和国　ルートヴィヒスハーフェン　クロイツシュトラーセ　１２
(72)発明者  ジョン　キャンベル
            アメリカ合衆国　ミシガン　グロスアイル　レイクウッド　ドライブ　９７２０
(72)発明者  ジェイムズ　ダブリュー．　テイラー
            アメリカ合衆国　ミシガン　グロスアイル　フェリー　ロード　９００１
Ｆターム(参考) 3E086 BA04  BA13  BA15  BB01  BB62  BB85  CA01 
　　　　 　　  4F100 AB10C AB33C AJ06A AK01B AK01C AK04B AK04C AK07B AK07C AK12B
　　　　 　　        AK12C AK15A AK23A AK25A AK41A AK41B AK41C AK45A AK46A AK46B
　　　　 　　        AK46C AK51A AK56A AL01A AL05A AS00A BA02  BA03  BA07  BA10B
　　　　 　　        BA10C CC00A GB15  HB31A JA05A JA07A YY00A
　　　　 　　  4J029 AA01  AB07  AC05  AD01  AD03  AE11  BD02  BD03A BD04A BD06A
　　　　 　　        BD07A BD10  CB04A CB05A CB06A CD03  FC03  FC05  FC08  KB02 
　　　　 　　  4J039 AB02  AD05  AD07  AD09  AE04  AE06  AE08  BC07  BC19  BE01 
　　　　 　　        BE02  BE22  GA34 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	search-report
	overflow

